
第 1章 概論

1.1 メソ・局地数値予報システムの改良1

1.1.1 はじめに
数値予報課報告・別冊第 54号では、本田 (2008a)が

2007年までの気象庁メソ数値予報システム2の歴史に
ついてまとめている。ここでは最初に、2007年までの
メソ数値予報システムのおもな仕様の変遷を振り返っ
ておく。気象庁では、2001年 3月にメソ数値予報シス
テムの現業運用を始めた (萬納寺 2000)。メソ数値予報
システムの予報モデルであるメソモデル (MSM)では、
現業運用を始めた当初は水平格子間隔が 10 kmの静力
学モデルを、2004年 9月からは水平格子間隔が 10 km

の気象庁非静力学モデル (JMA-NHM; 気象庁予報部
2003) を用いており、2006年 3月には水平格子間隔を
5 kmに高解像度化した。MSMに初期値を与えるメソ
解析として、2002年 3月から当時の静力学モデルに基
づくメソ 4次元変分法 (石川・小泉 2002)を用いていた。
メソ数値予報システムのおもな目的は防災気象情報や
航空気象情報の作成の支援と降水短時間予報への入力
であり、目先の顕著現象の予測を重視して、現業運用
を開始した当初は予報時間を 18時間としていた。その
後、2007年 5月には初期時刻 03, 09, 15, 21 UTCから
の予報時間を 33時間に、初期時刻 00, 06, 12, 18 UTC

からの予報時間を 15時間とした。メソ数値予報システ
ムの予測精度の向上とともに、目先の天気予報におい
て低気圧の位置や中心気圧、降水量や風速の量的な見
積もりのためにMSMの結果が重視されるようになっ
た（例えば、若杉 2019）。
一方、時空間規模が小さく、MSMの分解能では適
切に表現することができない顕著現象の予測精度を向
上させるため、水平格子間隔が 2 kmの JMA-NHMを
局地モデル (LFM) とする局地数値予報システムの開
発を進めた。2007年 6月からの関東周辺の領域を対象
とする局地数値予報システムの予備的な実験運用 (氏
家 2009)、2009年 8月からの西日本、2011年 5月から
の東日本を中心とした領域を対象とする実験運用と試
験運用 (永戸ほか 2010)を経て、2012年 8月に本運用
を開始した (永戸ほか 2012)。
さらに、MSMによる予測の不確実性に関する情報を
付加することを目的に、メソアンサンブル予報システ
ム (MEPS)の開発を進めた。2015年 3月からのMEPS

の部内試験運用 (小野 2016)を経て、2019年 6月に水
平格子間隔をMSMと同じ 5 kmでメンバー数を 21と
して本運用を開始した。MEPSの仕様と特性について
は、第 3章や河野ほか (2019)にまとまっている。
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2 本稿では、メソ解析とメソモデル（メソ予報）を合わせて
メソ数値予報システムと呼ぶ。 同様に、局地解析と局地モ
デル（局地予報）を合わせて局地数値予報システムと呼ぶ。

本節では、本田 (2008a)に続く 2008年から本稿執
筆時点（2019年 12月）までの間にメソ数値予報シス
テムと局地数値予報システムに導入し現業化したおも
な改良項目について、概要を報告する。第 1.1.2項では
メソ数値予報システム、第 1.1.3項では局地数値予報
システムそれぞれの予報領域の拡張と予報時間の延長
についてまとめ、解析とモデルの改良項目について述
べる。メソ数値予報システムについては、第 1.1.2項
(4)で本運用を開始した 2001年 3月から 2019年 8月
までの降水予測の検証結果を示す。それぞれのシステ
ムにおける観測データの利用については気象庁予報部
(2015)に、メソ解析における観測データの利用につい
ては第 1.3節、第 4章にまとまっている。また、現在
のMSMの各過程については第 2章の各節で述べられ
ている。

1.1.2 メソ数値予報システム
(1) 予報領域の拡張と予報時間の延長
予報領域の拡張
MSMのような領域モデルには、予報領域の外側に
おける大気の状態を与える側面境界値が必要である。
一般に、側面境界値を与える数値予報モデルと内側の
数値予報モデルでは鉛直層間隔や水平格子間隔、時間
積分の間隔が異なっており、人為的に設けた側面境界
の扱いに工夫が必要になる。MSMでは、側面境界付
近に緩和領域を設けるレイリーダンピングと呼ばれる
手法を用いている (河野・荒波 2014)。
2013年 3月に、日本付近への緩和領域の影響を軽減
することを目的としてメソ数値予報システムの予報領
域を拡張した (越智・石井 2013)。拡張前の格子数は東
西 721格子、南北 577格子で、拡張後の格子数は東西
817格子、南北 661格子である。拡張前後の予報領域を
図 1.1.1に示す。事例検証によると、領域の拡張前は側
面境界の緩和領域であったため観測データが適切に同
化されなかった領域において、拡張後は観測データが
適切に同化されるようになった。このため、観測デー
タの情報が反映されて初期場の精度が高くなり、降水
予測の精度が向上した。統計検証によると、領域の拡
張前後でMSMの気温や相対湿度、風速の予測精度に
明確な差は見られなかったものの、拡張後は利用でき
る観測データが増加したことによって、とくに夏季の
降水予測の精度が向上した。

予報時間の延長
2013年 5月には、MSMの 3時間ごとの初期時刻の予
報時間をすべて 39時間に延長した (越智・石井 2013)。
予報時間の延長の目的は、短期予報と航空予報への利
用の要望に対応することであった。
さらに、2019年3月には初期時刻00 UTCと12 UTC

の予報時間を 51時間に延長した (荒巻・氏家 2018)。
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図 1.1.1 領域拡張前と現在の MSM の予報領域（越智・石
井 (2013)から引用）

予報時間の延長により、従来からのおもな目的であっ
た防災気象情報や航空気象情報の作成の支援と降水短
時間予報への入力に加えて、MSMの予測結果を明日
までの短期予報の作成に利用できるようになった。

(2) メソ解析の改良
非静力学メソ 4次元変分法の導入
2009年 4月には、メソ解析に JMA-NHMに基づく非
静力学メソ 4次元変分法（JNoVA;気象庁予報部 2010）
を導入した (本田・澤田 2009)。前述のとおり、それよ
り前のメソ解析では静力学モデルに基づくメソ 4次元
変分法 (石川・小泉 2002)を利用しており、メソ解析に
おける時間推進演算子としての予報モデルとメソ予報
における予報モデルが異なっていた。JNoVAの導入に
より両者が同様の予報モデルを用いることになり、一貫
性のあるシステムとなった。統計検証の結果、JNoVA

を導入したことによりMSMによる地上、高層の各気
象要素の予測精度が導入する前と同等以上になり、と
くに夏冬ともに降水量の予測精度に明らかな改善が見
られた。

レーダー反射強度の同化
2011年 6月には、メソ解析において地上レーダー反
射強度の 3次元データの同化を開始した (幾田 2011)。
この手法では、まずMSMの予測値である第一推定値
からレーダー反射強度を算出するレーダーシミュレー
タを用いる。続いて、シミュレートされた反射強度と観
測された反射強度に基づいて相対湿度の疑似観測デー
タを作成し、品質管理を経て、データ同化で利用する。
解析予報サイクル実験の結果、反射強度の同化により
水蒸気の分布や降水量の予測精度を改善できることを
確認した。

さらに、2013年 6月にはメソ解析において反射強度
から相対湿度の疑似観測データを推定するための手法
を改良した (幾田 2014b)。この改良により、降水量の
予測精度を改善することができた。とくに、前線や台
風による強い降水の予測精度を改善したことで、防災
情報の作成の支援におけるMSMの有用性を向上させ
ることができた。

積雪域解析の改良
2014年 11月には、冬季の夜間における地上気温の
予測精度の改善を目的として、積雪域の初期値を作成
する手法を高度化した (草開 2015)。変更前のメソ解析
では、全球積雪深解析から得られた積雪域の分布を第
一推定値として、観測値により補正することで積雪域
を解析していた。ここで用いる全球積雪深解析はMSM

の水平格子間隔より粗い 1 度格子ごとの分布であり、
積雪域を広げすぎる傾向があった。
この問題を解決するため、MSMによる気温や湿度、
降水量などの予測値とアメダスによる日照時間の観測
値および解析雨量を入力値とする水平格子間隔 5 km

のオフライン陸面モデルを導入し、高分解能かつ現実
的な積雪域の第一推定値を作成するようにした。冬季
を対象とする解析予報サイクル実験の結果、積雪域の
初期値を作成する手法の改良により多雪地帯における
積雪域の縁辺付近、南岸低気圧などにより一時的に積
雪が起こる地域、観測点が少ない地域において、とく
に夜間におけるMSMによる地上気温の予測精度に改
善が見られた。

背景誤差の改良
2015年 12月には、メソ解析に用いる背景誤差を改良
した (藤田ほか 2016)。それより前は、当時の JNoVA

とは異なる 2005年時点のメソ数値予報システム、つ
まり静力学モデルに基づくメソ 4 次元変分法 (石川・
小泉 2002)による初期値を用いた水平格子間隔 10 km

のMSMの予測値から作成した背景誤差を使っていた。
その後、JNoVA による初期値を用いた水平格子間隔
5 km の MSM の運用期間が十分に長くなり、統計サ
ンプルを更新するために必要なデータが揃ったことか
ら背景誤差を見直した。これと合わせて、背景誤差の
共分散の定式化において水平相関の指定を鉛直共分散
の固有モードごとから鉛直層ごとに変えることにより、
共分散の空間構造の歪みを大幅に軽減した。
これらの改良によって、メソ解析では第一推定値の
確度が従来より高いものとして扱われるようになった。
この結果、予報初期における高度や気温、気圧の急激
な変動を緩和できた。また、解析予報サイクル実験の
結果から、第一推定値と観測値との乖離が全般的に小
さくなったこと、MSMによる降水量の予測精度が高
くなったことを確認した。
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(3) メソモデルの改良
雲氷の数濃度の予報変数化
2008年 12月に、冬季の日本海沿岸付近における降
雪の予測精度の改善をおもな目的として、MSMの雲
物理過程において雲氷の数濃度を予報変数に追加した
(成田 2009)。それ以前のMSMの雲物理過程では、計
算時間を短縮するため雲水、雲氷、雨、雪、あられの
混合比だけを予報することにして、凝結物の数濃度の
時間変化を計算する素過程を省略していた。また、雲
氷から雪への変換や雲氷が過冷却の雲水を捕捉するラ
イミングによるあられへの変換の素過程の一部を省略
していたため、雪とあられの生成に現実よりも時間が
かかっていた (成田 2008b)。このため、冬型の気圧配
置となったときの季節風の風下にあたる日本海や東北
地方から中国地方にかけての日本海沿岸付近において、
MSMが予測した降雪量が実況と比べて過少となる事
例が見られた。
そこで、雪とあられの生成の効率を高くするため雲
氷の数濃度を予報変数とした結果、MSMが予測する
降雪の分布と実況の分布との対応が良くなった。また、
この変更により暖候期において予報時間とともに対流
圏上層に雲氷が過剰に蓄積していく問題 (林ほか 2008)

が解消された。これ以前の放射過程は雲氷の数濃度を
予報しない場合の過剰な雲氷に適合するように雲氷の
有効半径を診断していたため、雲氷の数濃度の予報変
数化に合わせて雲氷の有効半径を診断する方法を変更
した (長澤 2009)。この結果、それ以前のMSMの予測
に見られた 200 hPa付近の気温の負バイアスを軽減す
ることができた。合わせて、雲の長波放射の計算にお
ける鉛直解像度への依存性を緩和するなどの改良を加
えた。

対流スキームの修正
2004 年 9 月に MSM で Kain-Fritsch 対流スキーム

(Kain and Fritsch 1990; Kain 2004) を用いるように
なった頃から、とくに梅雨期の九州や四国の南西岸に
おいて地形に沿った不自然な降水を予測してしまう問
題があった (成田 2008a)。これは、本田 (2008b)で解
決が急務であると指摘されていた問題のひとつである。
この問題を解決するため、2010年 11月に、MSMで用
いている対流スキームにおいてサブグリッドスケール
の対流雲が周囲の大気と混合する割合を、雲底高度に
応じて大きくする修正を加えた (成田・森安 2010)。こ
の修正の結果、地形に沿った不自然な降水を軽減する
ことができた。一方、混合の割合を大きくしたことに
より対流スキームが大気の成層状態を安定化する効率
が低くなったため、弱い降水を生成する割合が低くな
り、雲物理過程により強い降水を生成する割合が高く
なることがわかっていた。統計検証の結果から、夏季
における 5 mm/3h以下の弱い降水の頻度が実況より低
くなった。夏季と冬季における 5 mm/3h∼30 mm/3h

の降水の頻度が高くなり実況に近づいたが、台風など
に伴う 30 mm/3h以上の強い降水の頻度が実況より高
くなることがわかった。このように課題は残ったもの
の、当時はMSMによる地形に沿った不自然な降水の
予測の軽減を優先して現業化することになった。

境界層過程の改良
第 2.6節で述べられるように、2015年 5月には境界
層過程において asucaの開発により得られた知見を活
かした改良が加えられた (原ほか 2015b)。MSMでは、
境界層過程としてMellor-Yamada-Nakanishi-Niinoレ
ベル 3 モデル (MYNN3; Nakanishi and Niino 2009)

にさまざまな変更を加えて用いていた (原 2008)。変更
のひとつに、逆勾配項（第 2.6.3項 (2)）を求める際の
計算安定性のため、拡散係数が負にならないように制
限を加える処置がある。
その後、鉛直 1次元モデルによる評価から鉛直輸送
量が過大となる場合があることがわかり、拡散係数に
対する制限が不要となるように改良が加えられた (原
2012)。一方で、この手法を当時のメソ数値予報シス
テムの予報モデルであった JMA-NHM に実装すると
計算量の増加によって計算時間が長くなり、現業数値
予報モデルとしての利用には耐えられないと予想さ
れた (原ほか 2015b)。そこで、逆勾配項を考慮しな
いMellor-Yamada-Nakanishi-Niinoレベル 2.5モデル
(MYNN25)を試したところ、MYNN3で問題となった
過大な鉛直輸送は見られなくなり、冬季の日本海にお
ける寒気移流に伴う雲や低気圧の表現に改善が見られ
た。さらに、MYNN25を導入した解析予報サイクル実
験の結果から冬季を中心に予測精度の改善を確認でき
たため、2015年 5月にMSMの境界層過程をMYNN3

からMYNN25に変更することにした。

非静力学モデル asucaの導入
2017年 2月に、メソ数値予報システムの予報モデル
を JMA-NHMから新しい気象庁非静力学モデル asuca

(気象庁予報部 2014) に置き換えた (原 2017)。本田
(2008b)で解決が急務であると指摘されていた計算不安
定の回避は、asucaの力学コアの開発理念 (石田・藤田
2014)のひとつである。現業化にあたっては、原 (2017)

にあるとおり多くの物理過程を改良した。とくに、境界
層過程において JMA-NHMを予報モデルとするMSM

への導入を見送った拡散係数に対する制限が不要とな
るように改良を加えたMYNN3を採用した。asucaの
導入による MSMの予測特性の変化については、原・
倉橋 (2017)にまとまっている。また、各過程の改良や
その後の開発の成果については、第 2章の各節で述べ
られている。

(4) 統計検証の結果
図 1.1.2に MSMによる降水予測の検証の結果を示
す。期間はMSMの本運用を開始した 2001年 3月から
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図 1.1.2 解析雨量に対するMSMによる降水予測の 2001年 3月から 2019年 8月までの検証結果。検証格子の大きさは 20 km
で、予報時間 FT=3から FT=15までの 3時間ごとの平均を求めた。 （左上）閾値 1 mm/3hのエクイタブルスレットスコ
ア (ETS)、（右上）閾値 10 mm/3hの ETS、（左下）閾値 1 mm/3hのバイアススコア (BI)、（右下）閾値 10 mm/3hの BI
で、赤線は月平均値、黒線は前 12ヶ月移動平均値、青点は解析雨量の 20 km検証格子数。

2019年 8月までで、検証格子の大きさを 20 kmとす
るエクイタブルスレットスコア (ETS)とバイアススコ
ア (BI)をそれぞれ予報時間 FT=3から FT=15まで 3

時間ごとに平均している。それぞれの前 12ヶ月移動平
均したスコアから、つぎの経年変化が見られる。

• 閾値 1 mm/3h の ETS に示される予測精度は、
2011年頃まで緩やかに改善し、その後は 2015年
頃まで大きな変化が見られず、2015年以降は改善
が見られる。

• 閾値 10 mm/3hの予測精度には短期間の変動が見
られるものの、緩やかな改善が続いている。

• 閾値 1 mm/3hのBIに示される予測頻度は、2008

年頃までは予測過多だったが、2009年頃から予測
頻度が観測頻度に近づき、2017年頃からわずかに
予測過多となっている。

• 閾値 10 mm/3hの予測頻度は、2007年頃まで予
測過多でとくに月平均では冬季に顕著だったが、
その後は 2015 年頃まで予測過少となり、さらに
2017年頃から予測過多となっている。

なお、近年のMSMと LFMによる降水量と気温の
予測の検証結果については、安斎 (2018)にまとまって
いる。

1.1.3 局地数値予報システム
(1) 予報領域の拡張と予報時間の延長
2012年 8月に、東日本を中心とした領域を対象とし
て局地数値予報システムの本運用を始めた (永戸ほか
2012)。当時の LFMには水平格子間隔 2 kmの JMA-

NHMを用いており、9時間予報を 3時間ごとの頻度で
実行していた。
2013 年 5 月には、局地数値予報システムの予報領
域を日本全域に拡大するとともに、直近の観測データ
を利用して目先の予測精度を改善するため 1時間ごと
の頻度で 9時間予報を実行するようにした (永戸ほか
2013)。
さらに、2019年 3月には予報頻度は 1時間ごとのま
まで LFMの予報時間を 10時間に延長した (荒巻・氏
家 2018)。

(2) 局地解析の改良
asucaに基づく 3次元変分法の導入
本運用を始めたときの局地数値予報システムの解析
システムには、JMA-NHMに基づく 3次元変分法（藤
田 2008;藤田・倉橋 2010）を用いていた。その後、2015
年 1月に LFMの予報モデルを JMA-NHMから asuca

に置き換えるとともに、局地解析を asucaに基づく 3
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次元変分法 asuca-Var (幾田 2014a)に置き換えた (幾
田 2015)。
メソ解析では 4次元変分法を用いているが、局地解
析では計算時間を短くするため 3次元変分法を用いて
いる。このため、メソ解析では初期値を作成する対象
である解析時刻の 3時間前からの観測値を同化するこ
とにより大気の時間発展をとらえることができるのに
対して、局地解析では原理的に解析時刻における観測
値しか同化できない。局地数値予報システムの運用で
は、3次元変分法による解析と 1時間予報を解析時刻
の 3時間前から繰り返すことにより観測値を同化して
いる。

地中温度と土壌体積含水率の解析変数への追加
2015年 1月の局地解析への asuca-Varの導入と合わ
せて、地中温度と土壌体積含水率を解析変数に追加し
た (幾田 2015)。変更前の局地解析では、地表面温位を
解析変数とすることにより降水量の予測精度の改善が
見られていた (永戸ほか 2012)。変更後は、衛星観測に
よる土壌水分量プロダクトなどの利用を可能にするた
め、地表面温位に替えて地表面温度を含む地中温度を
解析変数とし、土壌体積含水率を解析変数に追加した。
この変更により解析時刻と予報時間の初期において局
地数値予報システムによる地上気温の精度の改善が見
られ、解析時刻と予報時間を通して地上比湿の精度の
改善が見られた。

過飽和除去処理の改良
4次元変分法により得られた解析値は、数値予報モ
デルによる拘束条件に従っている。一方、3次元変分法
により得られた解析値は、力学過程や物理過程に従っ
ていない。局地解析では 3次元変分法を採用しており、
得られた解析値は力学的にバランスがとれていなかっ
たり、現実的ではない分布になったりすることがある。
ここでは、幾田 (2015) が挙げた問題を考える。例え
ば、過剰な水蒸気量の解析インクリメントが第一推定
値に加算されると、その格子では周辺と比べて過飽和
度が異常に大きくなることがある。この状態を初期値
として予報モデルを実行すると、過飽和となった水蒸
気が 1回の時間積分で凝結する。この相変化に伴って
過剰な潜熱が放出されると局所的に大気の成層状態が
不安定になり、過大な上昇流が発生することにより計
算不安定の原因となる。
本運用を始めたときの局地解析では、解析値が過飽
和となったときはその分の水蒸気を除去することによ
り対処していた。この対処では、過飽和となった雲域
で不必要に水蒸気が除去されてしまうなど、解析と予
報のサイクルにおいて不連続が生じてしまう。そこで、
この問題に対処するため、幾田 (2015)は 2015年 8月
に局地解析に偽相対湿度インクリメント調整を導入し
た。この方法では、第一推定値に反映する前に解析イ
ンクリメントを調整し、過飽和の扱いを変更した。偽

相対湿度インクリメント調整の導入により、夏は LFM

による閾値 10 mm/h以下の降水の予測精度が有意に
改善すること、すべての閾値で降水の予測頻度が高く
なることがわかった。また、冬は閾値 3 mm/h以下の
降水の予測精度が有意に改善すること、閾値 5 mm/h

以下の降水の予測頻度が高くなることがわかった。い
ずれも、予報開始の直後におけるスピンアップの悪影
響を軽減できたことに起因する。

晴天域の衛星輝度温度と衛星土壌水分の同化
2017年 1月に、局地解析で晴天域の衛星輝度温度と
衛星土壌水分の同化を開始した (幾田 2017)。これらの
観測値を同化するにあたって適切にバイアスを補正す
るため、変分法バイアス補正 (佐藤 2007)を導入した。
データ同化に用いる観測の設定や測器の劣化、数値予
報モデルの変更などに起因するバイアスを補正するた
めに、変分法バイアス補正は有効な手法である。
晴天域の衛星輝度温度の同化により LFMの予測に
おける湿潤バイアスを軽減し、相対湿度の鉛直分布の
予測精度が改善した。降水の予測精度の改善は、夏は
有意ではなかったものの、冬は有意であった。
前述のとおり、局地解析では地中温度と土壌体積含
水率を解析変数として持っている。したがってこれら
の要素を変換することなく直接同化することができる
が、地中の直接観測は広くは行われていない。一方、
衛星観測では土壌水分に関するプロダクトがあり、広
範囲のデータを定常的に利用できる。衛星土壌水分を
同化して観測インパクト実験を行ったところ、LFMが
予測する地上気温に見られた日中の負バイアスを軽減
し、予測精度を高めることができた。

(3) 局地モデルの改良
前述のとおり、本運用を始めた当初の LFMには水
平格子間隔 2 kmの JMA-NHMを用いていた。LFM

の運用とともに局地モデルとして asucaの開発を進め
（河野ほか 2014; 河野・原 2014）、2015 年 1 月には
局地解析への asuca-Varの導入と同時に予報モデルを
JMA-NHMから asucaに置き換えた (原 2015)。これ
より前の LFMに見られた積雲対流の発生や終息の遅
れと予報時間の初期における過少な降水の問題 (永戸
ほか 2013)が、asucaを導入した LFMでは改善され
た (原ほか 2015a)。

1.1.4 おわりに
本田 (2008b)に述べられている 2007年末時点におけ
るメソ数値予報の将来計画に挙げられたLFMとMEPS

の導入はいずれも達成された。とくに、本田 (2008b)

ではMEPSの仕様として、MSMより低分解能な水平
格子間隔が 10 kmの数値予報モデルを用いてメンバー
数を 5以上とする計画が示されていた。実際には、前述
のとおりMEPSの水平格子間隔はMSMと同じ 5 km

で、メンバー数は 21となったことにより、MEPSの
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各メンバーの予測から算出した統計量により決定論的
なMSMの予測の不確実性を把握する手段を得ること
ができるようになった。
本田 (2018)が挙げている 2018年時点における改良
計画のうち、初期時刻 00 UTCと 12 UTCのMSMの
予報時間の 51時間への延長と LFMの予報時間の 10

時間への延長を 2019年 3月に実現し、MEPSの本運
用を 2019年 6月に実現した。本稿執筆時点（2019年
12月）では、asucaに基づく 4次元変分法 asuca-Var

(幾田 2014a)をメソ数値予報システムに導入する準備
を進めている。
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1.2 豪雨防災に貢献するための高解像度領域モデ
ルの課題1

1.2.1 はじめに
本節では、線状降水帯2等の豪雨予測における、水平
格子間隔 5 kmのメソモデル (MSM)、2 kmの局地モ
デル (LFM) といった高解像度領域モデルの現在の課
題や今後必要な技術の展望について、現業モデルの結
果や国内外の研究開発動向を踏まえつつ述べる。豪雨
防災への貢献は気象庁の数値予報技術開発において重
点的に取り組むべき事項のひとつであり、交通政策審
議会気象分科会における提言、及び提言を受けて気象
庁が策定した「2030年に向けた数値予報技術開発重点
計画」において重点目標として示されている。
近年の豪雨等の自然災害の激甚化に見られるような
自然環境の変化、少子高齢化等の社会環境の変化を踏
まえ取りまとめられた、平成 30年 8月の交通政策審議
会気象分科会提言「2030年の科学技術を見据えた気象
業務のあり方（提言）」（以下、分科会提言）では、観
測・予測精度向上に向けた技術開発の目標のひとつと
して、半日前からの早め早めの防災対応に直結する予
測精度の向上が挙げられた。また、分科会提言の中で
は、線状降水帯の発生・停滞等に伴う集中豪雨に対し
て夜間の大雨にも明るいうちから対応できるよう、半
日程度先までに特別警報級の大雨となる確率メッシュ
情報の提供、それを実現するための数値予報技術の向
上が言及された。
分科会提言を受け、気象庁は「2030年に向けた数値
予報技術開発重点計画」（以下、重点計画）を策定し、
数値予報技術開発における 4つの重点目標を示した。
その中のひとつである「豪雨防災」では、明るいうち
からの避難を可能にするための線状降水帯等による集
中豪雨の予測精度向上が必要であるとした。重点計画
では、開発の方向性として局地モデルの高解像度化、
局地アンサンブル予報システムの開発、観測データ利
活用の高度化、データ同化手法の高度化などを定めて
いる。今後、重点計画の中で定めた方向性に沿って技
術開発やその計画をより具体化し、推進していく必要
がある。

1.2.2 MSM, LFMによる線状降水帯予測の課題
気象庁は、防災気象情報作成を支援するため、

MSM, LFMを運用している。また、MSMの予測の不
確実性を捉えるためのメソアンサンブル予報システム

1 氏家 将志
2 線状降水帯の定義については、本稿執筆時点（2019年 12
月）では学術的に厳密な定義はない (津口 2016)が、本節で
は厳密な定義にはこだわらずに、日本の集中豪雨の多く (津
口・加藤 2014)を占める、「積乱雲、積乱雲群、線状の降水
域の階層的な構造を持つ」、「降水の走向が高度 2–3 km の
水平風向に平行なタイプ（いわゆるバックビルディング型）」
といった特徴を持つメソ βスケールの停滞する線状の降水域
のことを線状降水帯と呼ぶこととする。

（MEPS）の運用を2019年6月に開始した。MSM, LFM

の予測精度は年々着実に向上しているが、線状降水帯
の空間スケールはこれらのモデルが陽に表現すること
ができる最小の現象の空間スケールに近く、その予測
は難しい。線状降水帯の予測には、環境場や対流の表
現、初期値、位置や持続時間の不確実性等、多くの要素
が関わっており、それぞれについて多くの課題がある。
線状降水帯に関わる対流や降水システムの表現につ
いて、MSM, LFMはそれぞれに性質の異なる課題が
ある。図 1.2.1に示す、平成 29年 7月九州北部豪雨で
の予測例はその課題を端的に示したものとなっている。
実況（図 1.2.1(a)）では、2017年 7月 5日の午後には
九州北部脊振山地東部で発生した積乱雲が上空の風に
よって東に流される状況が継続し、同じ場所に強い降
水をもたらしていた。MSM（図 1.2.1(b)）は九州北部
に降水を予測しているものの、その形状は線状になっ
ておらず、対流セルの風下への移動が表現されていな
い。また、量的にも実況に比べて過少である。その他、
MSMは長崎半島で実況にはない降水を予測している
一方で、五島列島の南の弱い降水を予測していない。
MSMの予測の不確実性を表現するMEPS（当時は部
内試験運用）の予測についても、MSMの降水予測同様
東西に伸びる降水を表現できず、また降水予測の位置
ずれも大きく、現象の捕捉が難しい事例であった（図
略）。また、MSM の降水予測は積雲対流パラメタリ
ゼーション（第 2.2節）の設定にも敏感である。その最
も極端な例として、図 1.2.1(c)にMSMで積雲対流パ
ラメタリゼーションを用いない場合の降水予測を示す。
東西に伸びる線状の降水域が予測されるようになるも
のの、線状の降水のサイズは太く、50 mm/3h以上の
降水の領域も過大である。LFMの予測（図 1.2.1(d)）
では線状の降水域がある程度表現されるものの、降水
量が観測に対して過大な複数の線状の降水域を予測し
ている他、発生位置にずれが生じている。また、降水
域が同じ位置に持続せず下流に流れてしまう（図略）。
これらの傾向は平成 29年 7月九州北部豪雨に限らず、
平成 30年 7月豪雨期間中に各地で発生した線状降水帯
の予測においても同様であった（図略）。
このように、空間スケールが数 10 km程度の線状降
水帯の予測は難しく、MSM, LFMにおいてその予測
精度は十分とは言えない。また、線状降水帯をもたら
す環境場についても、不安定な成層や地上気温傾度帯
といった、平成 29年 7月九州北部豪雨の発生要因と言
われている要素の表現が数値予報では不十分であった
(欠畑・白山 2018)。

1.2.3 必要な技術開発
対流の表現の向上
線状降水帯の予測精度向上に必要な技術のひとつと
して、線状降水帯をもたらす直接的な現象である、対流
やメソ対流系の表現の向上が挙げられる。対流について
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は、高解像度化により表現の向上が期待される (Vosper

2015)。日本におけるメソ β スケールの集中豪雨を予
測するには少なくとも 1 km以下の水平格子間隔が必
要であることがいくつかの先行研究から示されている
（加藤ほか 2016; 津口ほか 2016; Oizumi et al. 2018な
ど）。LFMではまだ解像度が不足していると考えられ、
重点計画で定めた方向性のひとつとしても、LFMの高
解像度化が含まれている。一方、平成 29年 7月九州北
部豪雨の事例では、LFMの水平格子間隔を 2 kmから
1 kmにするのみでは、降水予測に大きな変化は見ら
れなかった（図 1.2.1(e)）。さらなる高解像度化による
効果について計算機資源の制限から詳細には調査でき
てはいないものの、水平格子間隔を 1 kmにした LFM

の結果は、線状降水帯の予測精度向上には単純な高解
像度化に加え、対流に関わる過程のモデリングの高度
化が必要となることを示唆している。特にモデルで解
像できない対流のパラメタリゼーション（または対流
の中のプロセスのパラメタリゼーション）の精度向上、
モデルが解像する対流の表現向上の 2種類の方向の開
発を同時に進めていくことが必要となると考えられる。
前者について、詳細は第 2.2.5 項で議論するので、
ここでは概要を述べるのみにとどめる。対流は空間的
なスケールが小さいことを考えると、水平格子間隔が
数 km程度のモデルでは十分には解像できない。その
ため、対流のパラメタリゼーションを用いる必要があ
り、MSM, LFMでは Kain and Fritsch (1990)に基づ
く積雲対流パラメタリゼーションを採用している。水
平格子間隔数 km以下のモデルでは、既存の積雲対流
パラメタリゼーションでおいている仮定のいくつか3が
成り立たなくなっている他、パラメタリゼーションが
対象とする対流が、モデルが解像する対流と重複して
いる。モデルが解像する対流を維持しつつ、モデルが
解像できないプロセスを表現するような、これまでと
異なる考え方の積雲対流パラメタリゼーションが必要
である。また、LFMより低解像度のMSMでは、今後
も積雲対流パラメタリゼーションの必要性が高いと考
えられる。現在のMSMは、積雲対流パラメタリゼー
ションによって不安定な成層が必要以上に安定化され
ている可能性がある他、対流セルの移動をパラメタリ
ゼーションで表現できないという問題点がある。豪雨
防災の観点から、MSMにおける積雲対流パラメタリ
ゼーションのあり方についても再度見直しをする必要
がある。
モデルが解像する対流の表現については、対流は、
不安定な成層状態のもとで、(1) 下層の収束や地形等
の強制によって持ち上がった気塊が、(2) 持ち上げ凝
結高度で凝結し、(3) 自由対流高度まで到達すれば浮
力を得て強制がなくても上昇するようになり、(4) 水
の相変化（凝結・凍結等）に伴う潜熱により気塊の気

3 格子内の対流域は定常かつ、面積が格子全体の面積に対し
て十分小さいことなど。詳細は第 2.2節。

温が周囲のそれよりも高くなることで浮力を取得する
ことと、周囲の大気の取り込みにより浮力が減少する
ことの兼ね合いによって、(5) 気塊が上昇するととも
に次第に浮力を失い、やがて停止する、といったプロ
セスを有する。また、気塊が持ち上がる過程で、雲や
降水が生成され、対流の衰退期には降水による大気の
引きずり下ろしや降水の蒸発等により下降流が卓越す
る。したがって、対流を数値予報モデルで表現するに
は、水の相変化に伴う非断熱過程、特に雲に関わる物
理過程の考慮と、浮力による上昇流の変化の考慮が必
要になる。
雲に関連する過程について、モデルで表現されるメ
ソ対流系の振る舞いは雲微物理過程のパラメタリゼー
ションに敏感であることが知られている（Bryan and

Morrison 2012; Weverberg et al. 2013など）。雲微物
理過程のパラメタリゼーションでは、相変化に直接関
わる過程に加え、水物質の落下過程や粒径分布、数濃
度なども雲水や雲氷の分布の変化を通して相変化に関
わる過程に影響し、間接的に浮力の生成に影響する。
このため、豪雨予測の観点からの雲微物理過程の高度
化が必要となる。特に、雲微物理過程については、衛
星シミュレータ等を用いた観測データとの比較検証の
高度化（Eito and Aonashi 2009; 幾田 2019など）と
あわせて開発を進めていくことも重要である。
浮力による上昇流の変化を直接表現するには、鉛直
流を予報変数に持つ非静力学モデルが最低限必要であ
る。MSM, LFMにおいては、予報モデルとして非静
力学モデル asucaを用いることでこの点はすでに担保
されている。今後、対流に伴う格子スケールの熱・水・
運動量輸送をさらに精緻に表現するには、移流スキー
ムの高度化等といった継続的な改良を進める必要があ
る他、物理過程と力学過程との相互作用（第 2.1.7項）
の高度化による対流の表現の向上にも取り組む必要が
ある。

環境場の系統誤差の減少
対流は成層不安定な環境場のもとで、下層の収束等
をトリガーに発生する。また、メソ対流系の形状は環
境場の風速ベクトルやその鉛直シアーにも関係する (瀬
古 2010)。このため、成層や循環等の環境場の予測も、
線状降水帯の予測において重要である。日本に線状降
水帯をもたらす環境場については、下層水蒸気の流入
（Unuma and Takemi 2016b; 気象研究所 2017 など）
や風の鉛直シアー（Yoshizaki et al. 2000;瀬古 2010;

Unuma and Takemi 2016a など）、上空の寒気 (気象研
究所 2017)等、多くの先行研究でその特徴が示されてい
る。また、線状降水帯に限った話ではないが、対流の発
達高度には対流圏の中層の湿りが大きく影響している
と言われている（Derbyshire et al. 2004; Kikuchi and

Takayabu 2004; Unuma and Takemi 2016bなど）。こ
れらのことから、線状降水帯をもたらす環境場として
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の成層状態（気温、水蒸気の鉛直分布）の表現が特に
重要となる。また、MSMは LFMに側面境界を提供す
ることから、LFMの予測精度向上にとってもMSMの
環境場の精度向上が重要となる。
環境場の予測精度向上のためには、モデルの持つ系
統誤差の問題を解決しなければならない。MSMの予測
には、下層の水蒸気（例えば潜熱フラックスの正バイ
アス、図 1.2.2(a)）や循環場（7月の太平洋高気圧の西
への張り出しが強い、図 1.2.2(b)）に系統誤差があり、
これらの誤差の縮小には物理過程の総合的な改良が必
要である。特に、予測誤差はモデルの諸過程が複雑に
絡み合った結果生じているという認識に基づき、各過
程間の相互作用や整合性を考慮して、モデルの系統誤
差を減少させることが重要である。例えば、雲の生成
や雲量は、大気中の気温や放射フラックスを通じて成
層状態を変化させるため、豪雨をもたらす環境場の表
現にとって重要であるが、モデルにおける雲過程と放
射過程の間で雲の生成や雲量の扱いの整合性がないと
想定外の系統誤差をもたらすことがある。この例につ
いては第 2.4節でも議論する。また、現在の気象庁の
現業データ同化システムで採用されている手法は、モ
デルに系統誤差が無いことを前提とした理論に基づい
ている。そのため、モデルの系統誤差減少はデータ同
化の手法高度化や観測データ利用拡充の観点でも重要
である (Geer et al. 2018)。
さらに、モデルの系統誤差の減少のためには、評価・
検証の高度化も必要である。物理過程の変更による環
境場の系統誤差へのインパクトを適切に把握すること、
さらに意図しないインパクトを見落とさないことを目
的とした標準的な検証ツールの整備が重要となる。特
に、線状降水帯をもたらす環境場の系統誤差減少の観
点では、海上を含む予報場の面的な検証、3次元的な
検証や、衛星リモートセンシング等を含む各種観測と
の比較に基づく評価・検証を充実させていくことが重
要である。

観測データ利用高度化
線状降水帯等による豪雨の予測のための初期値の精
度向上に資するような観測データとしては、降水その
ものを捉えるレーダーデータ（反射強度、ドップラー
速度）、水蒸気量を捉える地上 GNSSデータ、地上比
湿データ、水蒸気・雲・降水の情報を持つマイクロ波
放射計（輝度温度）、静止気象衛星ひまわり 8号による
高密度・高頻度データ（大気追跡風、輝度温度）があ
る。特に、ひまわり 8号データの高度利用が豪雨予測
の精度向上に資することが平成 27年 9月関東・東北豪
雨を対象とした先行研究で示されている。Kunii et al.

(2016)はひまわり 8号高頻度大気追跡風（2.5分毎の
観測から算出）の同化によって、初期値が改善し豪雨
の予測精度が向上することを示した。また、Kazumori

(2018)は、ひまわり 8号の水蒸気バンドの晴天輝度温

度の同化による水蒸気場の改善を通じて降水予測が改
善することを示した4。Honda et al. (2018)は、ひまわ
り 8号の赤外バンドの全天候・高頻度同化（10分間隔）
により、降水予測を改善させる他、高頻度で解析・予
測を行うことで洪水リスクをより長いリードタイムで
捉えられることを報告した。これらの先行研究は、高
密度・高頻度観測データの利用が豪雨予測にとって重
要な鍵となることを示している。

データ同化システムの高度化
高密度・高頻度観測データを有効利用するためには、
データ同化システム側の対応も必要となる。例えば、現
在の気象庁のメソ解析及び局地解析では計算の効率化
のため、観測誤差相関が無視できるものと仮定し、観
測誤差共分散行列の非対角成分を考慮していない。そ
のため、この仮定が適切なものになるよう、利用する
観測データを空間的に間引いている。さらに、同化に
よる過度な修正を緩和するため、観測誤差の大きさを
膨張させた上で同化を行っている。今後、高密度観測
データを有効利用するためにはこれらの仮定や調整を
廃して、観測データの持つ情報を可能な限り活用でき
るシステムの検討が必要である。また、変動の激しい
対流周辺では、背景誤差やその相関構造も大きく変動
する。ハイブリッド同化等の流れに依存する背景誤差
を考慮したデータ同化システムも、気象場の状況に即
した観測データ利用の高度化に必要である。これらに
ついては、第 4.7節で気象研究所での取り組みを報告
する。
雲微物理関連の変数を解析の対象とすることも重要
な開発課題である。現在のメソ解析は 4次元変分法、
局地解析は 3次元変分法を用いているが、雲水等の雲
微物理関連の変数は解析変数に含まれていない。しか
し、豪雨予測のための初期値の精度向上のためには、
これらの解析変数化が必要となる。また、雲微物理関
連の変数を適切に解析するために、雲微物理過程の接
線形・随伴モデルや、アンサンブルによる雲微物理関
連の変数を含む背景誤差の導入をあわせて検討する必
要がある。特に、レーダー反射強度の同化の高度化を
通じた豪雨予測の精度向上のためには、データ同化に
おける雲微物理関連の変数の扱いが重要な技術となる
（Ikuta 2016; Kawabata et al. 2018など)。

アンサンブル摂動のあり方
MEPSでは主に総観規模、メソ αスケール、メソ β

スケールの現象の予測におけるMSMの不確実性を捕
捉するため、初期摂動作成手法として全球 SV（水平
格子間隔約 270 km）と 2種類のメソ SV（水平格子間
隔 80 km, 40 km）を用いている（小野 2016; 河野ほか
2019; 第 3.3.1項）。一方、空間スケールが数十 km程
度である線状降水帯自体の予測の不確実性は、現在の
MEPSの摂動の空間スケールでは十分に捉えられない。

4 この改良は平成 31年 3月 22日にメソ解析に導入された。
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図 1.2.1 2017年 7月 5日 15 JSTを対象とした前 3時間雨量 [mm/3h]。(a) 解析雨量、(b) MSM、(c) MSM、ただし積雲対
流パラメタリゼーションなし、(d) LFM、(e) LFMの水平格子間隔を 1 kmに変更。

図 1.2.2 2018年 7月平均における (a) MSMによる潜熱フラックス [W m−2]の全予報時間の OAFluxプロダクト (Yu et al.
2008)に対する誤差。(b) 海面更正気圧 [hPa]（黒）FT=48のMSM、（緑）メソ解析、（カラー）FT=48のMSMのメソ解
析に対する誤差。

メソ βスケールの中でも空間スケールの小さい現象の
不確実性を捉えるアンサンブル摂動の検討が必要とな
る。メソスケール現象の不確実性を捉えるアンサンブ
ル予報システム (EPS: Ensemble Prediction System)

の摂動については、アメリカの事例等における先行研
究が報告されている（Nielsen and Schumacher 2016;

Weyn and Durran 2018など）。これらの研究では、前
線や地形等の強制力が弱い場におけるメソスケール現
象の誤差成長や、メソ対流系の組織化における小スケー
ルの初期摂動（及び大規模スケール現象との相互作用）
の重要性が示されている。また、雲解像モデルによる
EPSの初期摂動としてのアンサンブルデータ同化や、
低解像度 EPSからのダウンスケーリング、あるいは両
者の併用の有用性を示す研究成果が出始めている。よ
り詳しいレビューは第 3.5.3項を参照されたい。

一方で、線状降水帯等の日本で発生するメソβスケー
ルの現象にターゲットを絞ったアンサンブル予報シス
テムに関する研究は少ない。このため、(1) 線状降水
帯をもたらすシステムの発生位置の不確実性を捉える
にはどのような空間スケールの摂動が必要か、(2) そ
の摂動は、初期摂動・境界摂動・モデル摂動のいずれ
に由来するべきか等、未解明の部分が多い。今後基礎
研究を含む知見の蓄積が必要な分野でもある。

1.2.4 まとめ
高解像度領域数値予報モデルによる線状降水帯等の
豪雨の予測精度向上に関しては、対流の表現、環境場
の系統誤差、観測データ利用、データ同化システム、
アンサンブル摂動いずれの分野においても課題があり、
その一方で、予測精度向上に有望な技術が近年の先行
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研究から示されつつある。しかしながら、「この手法を
導入すれば線状降水帯の予測精度が劇的に向上する」
ということが確約されているわけではない。先行研究
で示された手法の有用性は実験と検証によって実証す
る必要がある。そのために知見の取り込み・開発・評
価のサイクルを効率的に行える仕組みや計算機資源を
含む開発環境を構築することが必要である。また、高
解像度モデルにおける対流の扱いや、線状降水帯の予
測の不確実性を捉えるアンサンブル摂動のあり方等の
必要とされる技術は研究開発の分野としても最先端の
ものであり、国内の大学等研究機関と連携して研究開
発を推進することが重要となる。一方、環境場の系統
誤差軽減等、必要とされる技術は決して線状降水帯の
予測に特化したものだけでなく、数値予報システムの
総合的な性能向上に関わるものも多い。
最新の研究開発の成果を迅速に試すことができる開
発環境を整え、総合性能を上げるための地道な開発を
続けつつ、豪雨防災に貢献する高解像度領域数値予報
システムの開発を推進していくことが今後さらに重要
となる。
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1.3 メソ解析における観測データ利用の現状と展
望1

1.3.1 はじめに
気象庁では全球予報、全球アンサンブル予報、メソ
予報、局地予報に対し、それぞれ観測データを利用し
て初期値を作成している。数値予報の予測精度の向上
には数値予報モデルの改良と共に精度の高い初期値を
作成することが非常に重要である。そのためには現実
の大気を測定した観測データを多く活用して初期値を
作成する必要があるが、数値予報モデルの格子点値に
対して観測データは分布が不均一で測定要素も限られ
ており、観測データだけで精度のよい初期値を作成す
ることは困難である。そこで全ての格子点に対して必
要な情報を持っている数値予報モデルの短時間予測値
をたたき台（第一推定値）にして、その第一推定値を
観測データによって修正する「データ同化」の手法を
用いている。データ同化によって観測の情報が取り込
まれた最適な初期値を作成することができる。
本節では気象庁メソ数値予報システムの初期値作成

（メソ解析）に利用している観測データの変遷と現状、
メソ解析に重要な観測データの特徴と今後の展望と課
題について全体像を述べる。第 4章では近年現業化し
た改良や気象研究所での研究内容を観測種別毎に記し
ているので参照頂きたい。

1.3.2 観測データの利用の変遷と現状
メソ解析では 2002年 3月に現業領域数値予報システ
ムでは世界で初めて 4次元変分法の導入に成功した (石
川・小泉 2002)。4次元変分法では衛星輝度温度データ
のように解析する物理量へ直接変換できない観測デー
タや観測時間の異なるデータをモデルの物理法則に基
づいて時間発展を考慮して同化できることから、以前
の同化手法である 3次元最適内挿法 (多田 1997)と比
較して多くの観測データが利用できるようになった。
2002 年 3 月以降の観測データの主な導入・改良履歴
を表 1.3.1に、観測種別毎の利用データ数の時間推移
を図 1.3.1 に示す。4 次元変分法の導入と同時にアメ
ダス雨量と気象レーダーから算出した解析雨量が同化
され、予測初期における降水予測精度の向上に貢献し
ている。2010年 12月には放射伝達モデル RTTOVを
用いた衛星輝度温度データの直接同化を導入し (計盛
2011)、それ以降、衛星データ利用拡大に対応できるよ
うになった。
表 1.3.2に 2019年 12月現在メソ解析で利用されて
いる観測データを示す。ただし、地表面解析のみで利
用し、数値予報の初期値に反映しない観測データは記
載していない。メソ解析における観測データ利用に関
した特筆事項の一つとして、解析雨量の同化 (Koizumi

et al. 2005)やマイクロ波イメージャから算出した降水

1 太田 行哉

強度の同化 (佐藤 2003)が挙げられる。降水現象は様々
な過程を経て起こり、時間変化も大きい。4次元変分
法では数値予報モデルの降水過程によって計算された
降水量と実際の観測した降水量を繰り返し比較するこ
とで、物理法則に整合した初期値を得ることができる。
現在の解析システムではメソ解析以外で降水量を同化
していない。なぜなら、全球解析では、水平格子間隔
が約 20 kmであるため、観測データから得られる降水
現象のスケールよりも粗く、降水量の情報を反映させ
ることは難しいからである。局地解析では、水平格子
間隔が 5 kmであるが、データ同化手法が 3次元変分
法であるため降水量を同化できないからである。
気象レーダーから得られるデータを積極的に利用し
ていることもメソ解析の特徴である。気象レーダーは
実況監視用として国内に広く展開されており、測定か
ら入手まで時間が短く、かつ定常的にデータが得られ
ることから、日本付近を予測範囲とするメソ解析にとっ
て活用しやすいデータである2。中でもドップラーレー
ダーから得られるドップラー速度は 2005年から利用し
ており (小泉 2005)、高密度・高頻度データ利用の先駆
けとなっている。
他にも GPSゾンデによって得られた高密度データ
を、その移動の効果も考慮して利用する手法の導入 (酒
匂 2016)や 12.5 km間隔のASCAT海上風データの導
入（第 4.3節）など、高密度データの利用が進められ
ている。

1.3.3 メソ解析に重要な観測データ
数値予報での観測データの有効利用には、観測デー
タの特性だけでなく、

• 数値予報の目的や運用形態
• 数値予報モデルやデータ同化の特性

を考慮する必要がある。このため、観測データの選択
や同化手法などを使い分け、数値予報の目的等に適し
た観測データを利用して、予測精度を向上させること
が重要である。本項ではメソ数値予報システムの目的
等から特に重要な観測データの特徴について述べる。
メソ予報の目的は防災気象情報、航空気象情報など
への利用であり、豪雨の予測に重点を置いている。豪
雨の予測精度を向上するには、その発生要因を初期値
に反映することが不可欠であり、特に下層の水蒸気を
測定できる観測データの利用が重要である。メソ予報
の運用面では、3時間おきに 1日 8回分の初期値を作成
する必要があることから、静止気象衛星に代表される
ような定常的に入手できる観測データの利用が重要で
ある。また、メソ予報は速報性が求められるため、観
測データの入手は初期時刻から 50 分で打ち切ってい
る。そのため最新の観測データをより早く入手して利
用する必要がある。

2 局地解析においても、メソ解析と同様の理由で気象レー
ダーから得られる観測データを活用している。
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表 1.3.1 メソ解析における観測データの主な導入・改良履歴

導入年月 内容

2002年 3月 静力学 4次元変分法 解析雨量 (石川・小泉 2002)

2002年 8月 JAL ACARS

2003年 9月 ANA ACARS

2003年 10月 マイクロ波イメージャによる可降水量、降水量 (佐藤 2003)

2005年 3月 空港気象レーダードップラー速度 (小泉 2005)

2006年 12月 気象レーダードップラー速度 (石川 2007)

2009年 4月 非静力学 4次元変分法 (本田・澤田 2010)

2009年 10月 地上 GNSS可降水量 (石川 2010)

2010年 12月
衛星輝度温度直接同化 (計盛 2011)

(AMSU-A, MHS, TMI, AMSR-E, SSMIS, MTSAT-2/CSR)

2011年 6月 レーダー反射強度推定湿度 (幾田 2011)

2013年 9月 GCOM-W/AMSR2 (江河 2014)

2013年 11月 Metop-B (守谷ほか 2014)

2014年 5月 台風ボーガス改良 (髙坂 2015)

2015年 12月 ASCAT海上風 (守谷 2016)

2016年 3月

ひまわり 8号/AMV, CSR (山下 2016; 計盛 2016b)

GPM-Core/GMI, DPR (計盛 2016a; 幾田 2016)

GNSS掩蔽 (平原 2016)

国内高密度ラジオゾンデ移動効果 (酒匂 2016)

2019年 3月

ひまわり 8号/CSRバンド 9, 10 （第 4.5節）
航空機気温データバイアス補正 （第 4.2節）
地上 GNSS降水域 （第 4.1節）
高解像度 ASCAT海上風 （第 4.3節）
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図 1.3.1 メソ解析における観測種別毎の利用データ数の時間推移。1日当たりの平均利用数を月別に集計した。保存データの
関係上、解析雨量やマイクロ波イメージャから算出した降水強度データは集計していない。図中の縦線は表 1.3.1に記した観
測データの主な導入・改良履歴の時期を示し、黒線が同化システムの改良、赤線が新規観測データの導入、青線が観測データ
利用法改良を示す。
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表 1.3.2 メソ解析で利用されている観測（2019年 12月現在）

種別またはセンサー 利用要素

直接観測

地上観測 気圧
海上観測 気圧
航空機観測 気温、風
高層観測 気圧、気温、風、湿度

地上リモートセンシング

ウインドプロファイラ 風
ドップラーレーダー ドップラー速度、湿度
解析雨量 降水量
地上 GNSS 可降水量

疑似観測 台風ボーガス 気圧、風

静止衛星
大気追跡風 風
晴天放射輝度温度 輝度温度

低軌道衛星

マイクロ波サウンダ 輝度温度
マイクロ波イメージャ 輝度温度、降水量
マイクロ波散乱計 風
GNSS掩蔽観測 屈折率
衛星搭載レーダー 湿度

メソ解析で使用しているモデルは水平格子間隔 5 km、
鉛直 48層でモデルトップは約 22 kmであるが、モデ
ルの格子間隔よりも高密度な観測データを直接初期値
に反映することはモデルにとってノイズとなり適切で
はない。4次元変分法の計算時間の制約上、第一推定値
に与える修正量（インクリメント）の水平格子間隔は
15 kmであるため、そのスケールに合わせて観測デー
タを間引く、もしくは複数のデータを集計して代表す
る値を求めるなどの工夫が必要となる。
メソ予報の予測時間は最長 51時間であるが、後半ほ
どメソモデル領域外からの影響を受ける。メソ予報の
予測精度を向上するには、側面境界値となる全球予報
の改善も必要になる。従ってメソ領域内の観測データ
の利用開発だけでなく、全球解析での観測データ利用
高度化も必要である。特に日本の上流領域での全球解
析による観測データの利用が重要である。

1.3.4 観測データの展望と利用上の課題
前項では、豪雨の発生要因を初期値に反映するため
には、下層の水蒸気を測定できる観測データが重要で
あることを述べた。本節では下層水蒸気が測定できる
観測データをいくつか取り上げ、今後の展望とメソ解
析へ利用する上での課題を述べる。

(1) 地上 GNSS等の電波の遅延による観測
GNSSは地殻変動の把握、車や航空機などの交通ナビ
ゲーションのために位置を測定することが本来の目的で
あるが、気象分野では、その誤差要因となる水蒸気量を
逆にシグナルとして活用している (Bevis et al. 1992)。
現在、国土地理院の電子基準点からの地上GNSSデー

タを 1時間毎に利用しているが、測量自体は秒単位に
連続観測していることから高頻度に利用できる可能性
がある。GNSSの受信機は陸上に設置されたものが多
いが、海上での観測データは乏しい。周囲を海に囲ま
れた日本では、海上から進入する水蒸気の把握が重要
である。船舶やブイにGNSS受信機を搭載することで
観測密度の低い海上での水蒸気量データの利用が期待
できる。
放送、通信などの地上から発信されている様々な電
波もGNSSと同様の原理で水蒸気の情報が得られる可
能性があり、利用検討が進められている。気象研究所
ではレーダー電波の位相時間変化から得られる水蒸気
の時間変動 (気象庁 2015)を研究しており、また情報
通信研究機構電磁波研究所では地上デジタル放送の電
波の遅延量から水蒸気量を推定する手法が開発されて
いる。このような研究成果を活用することにより多く
の水蒸気データをデータ同化に利用することも可能に
なってくる。

(2) レーダー観測
気象レーダーや空港レーダーといったレーダー観測
を取り上げる。レーダーは降水粒子から反射された電
波を分析することで、降水粒子の位置や密度、ドップ
ラーシフトによる風を高密度に観測することができる。
現在、数値予報ではレーダーから得られる一部の観測
データしか利用しておらず十分ではない。レーダー反
射強度から推定した相対湿度の利用では、固相の降水
粒子からの反射強度は利用していない。レーダー反射
強度は現状のモデルでの降水物質の予測精度や、線形性
を仮定したデータ同化手法では取り扱いが難しく、レー
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ダー反射強度を有効に利用できるモデルの改良やデー
タ同化手法の開発が必要となる。固相の降水粒子から
の反射強度が利用可能になれば、主に冬季の水蒸気の
情報が増加し降雪予測の精度向上が期待できる。レー
ダー自体も改良が続けられている。2018年 3月に、関
西国際空港と東京国際空港に二重偏波ドップラーレー
ダーが導入された。二重偏波ドップラーレーダーでは、
降水粒子から返ってきた水平・垂直の 2種類の受信波
を組み合わせて解析することで、より精度良く降水強
度を推定できるようになる。気象レーダーにおいても
2020年 3月から随時、二重偏波ドップラーレーダーへ
の更新が予定 (気象庁 2018)されており、全国で降水
域の観測精度向上が期待できる。また 2015年に気象研
究所に導入されたフェーズドアレイレーダーから高速
スキャンによって短時間に変化する現象を立体的に観
測することが可能となる。

(3) 衛星観測
衛星による観測データは、地上施設では観測が困難
な海上域でも観測情報が得られるため重要である。近年
では輝度温度データの雲・降水域の利用（全天同化）に
向けた開発を重点的に行っており、全球解析では 2019

年 12月 11日に低軌道衛星に搭載されている水蒸気に
感度のあるマイクロ波イメージャやマイクロ波水蒸気
サウンダの輝度温度データの全天同化を導入した（令
和元年 12月 10日報道発表資料「台風進路予測や降水
予測の精度が改善します」3）。メソ解析では静止気象
衛星ひまわりから得られる赤外域輝度温度データの全
天同化を気象研究所で開発中である (Okamoto et al.

2019)。低軌道衛星では日本付近を観測できる時間帯が
限られており、同一領域を高頻度で観測できる静止衛
星の方がメソ解析には有効である。また 2029年に打ち
上げ予定のひまわり後継静止気象衛星にはハイパース
ペクトル赤外サウンダを搭載することが検討されてい
る。静止気象衛星搭載のハイパースペクトル赤外サウ
ンダからは同一領域での大気の鉛直構造の情報を高頻
度に得ることができるため、豪雨の発生要因である水
蒸気の変化をいち早く捉えることが可能である。
地上 GNSS、レーダー、静止衛星から得られる観測
データのように高頻度・高密度の観測データが増えて
きており、今後も増加する見込みである。しかし単に
現状の手法を踏襲するだけでは高頻度・高密度な観測
データからの情報を十分に活用することは難しい。観
測誤差の空間・時間相関を考慮することや、現状の 1時
間間隔より短い時間間隔で背景場と比較することなど、
適切な設定や改良をすることにより観測データの情報
を十分に引き出すことが可能となる。まだまだ利用可
能な観測データは多数あり、現在利用しているデータ
にも利用手法の改善の余地は残っている。メソ解析へ

3 https://www.jma.go.jp/jma/press/1912/10c/

20191210 initial value.html

の利用にはデータの持つ誤差等の特性調査、品質管理
手法、及び、データ同化手法の開発、モデル特性に応
じた観測データの利用方法の検討など観測データそれ
ぞれに対して利用に向けた開発課題が多数ある。メソ
予報の主目的である豪雨予測の精度向上のためにモデ
ルやデータ同化手法の改良と共に観測データの利用開
発を進めていく。
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